
書式第１２号(法第２８条関係）

   特定非営利活動法人　　日本水フォーラム  

１　事業実施の成果

２　事業の実施に関する事項

（１）特定非営利活動に係わる事業

定款に記載された
事業名

事　業　内　容 日時 場 所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

事業費
（千円）

政策提言
世界水フォーラムへの参画及
びアジア・太平洋水フォーラ
ムの運営等を通じた国内外の
水問題に関する政策提言及び
そのフォローアップ、調査研
究、並びに連携促進事業

第8回世界水フォーラムへの参加、
アジア・太平洋水フォーラム（第3
回アジア・太平洋水サミットの共
催含む）、水の安全保障戦略機構
の活動等を通じた、水・衛生、水
関連災害等の国内外の水問題に関
する政策提言及びフォローアッ
プ、特定課題・地域に関する調査
研究、関係機関との連携促進

H30.4
～

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の
不特定
多数の
市民

61,639

日本の叡智の世界への発信
日本の技術・経験等に関する
情報発信事業、並びに諸外国
との技術交流・経験共有に係
る事業

第8回世界水フォーラムへの参画や
NoWNET等の活動を通じた、日本の
水に関する多様な叡智と技術（特
に水・衛生、防災分野）の特定・
発信、諸外国との技術交流・経験
共有

H30.4
～

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の
不特定
多数の
市民

28,723

草の根活動の支援
水関連課題を抱える発展途上
国及び国内外地域に対する支
援

JWFファンド、会員企業・団体との
連携、ダルビッシュ有水基金、京
都世界水大賞等の既存事業の効率
的な実施による発展途上国の水問
題解決に向けた草の根レベルでの
支援

H30.4
～

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の
不特定
多数の
市民

13,627

人材育成・啓発
国内外の水問題の解決促進に
向けた人材育成、関心喚起及
び普及啓発事業

水問題への関心喚起や能力向上を
目的としたセミナー･ワークショッ
プ等の開催､水の日・水の週間、打
ち水大作戦本部の支援等

H30.4
～

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の
不特定
多数の
市民

10,561

国内外の水問題に関する
調査研究
上記事業を実施するための調
査・研究事業

政策提言、情報発信、草の根活
動、人材の育成及び啓発活動を実
施するための調査・研究

H30.4
～

H31.3

東京
及び
世界
各地

15人

世界の
不特定
多数の
市民

45,752

（事業費の総費用【　160,302　】千円）

平成３０年度　事業報告書

　 世界の水問題解決に貢献するため、国内外の多岐にわたる関係者との連携を継続し発展させ、政策提言、

日本の叡智の世界への発信、草の根活動の支援、人材育成・啓発、及びにそれらに関わる調査研究等様々な活

動を展開した。

　特に、第3回アジア・太平洋水サミットの成果文書である「ヤンゴン宣言」の実現に向けたフォローアップ

活動を行うとともに、2020年10月に熊本市において開催予定の第4回アジア・太平洋水サミットに向けた検討

を開始した。

　また、草の根活動の支援事業を着実に実施するとともに、水・衛生分野や水関連災害分野において重点的な

活動を実施した。その他、引き続き水の安全保障戦略機構の推進への支援を行った。



書式第１３号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム
（単位：円）

金 額 小 計 ・ 合 計

　Ⅰ 経常収益

 １ 受取会費 25,650,000

受取会費 25,650,000

 ２ 受取寄付金 2,953,693

受取寄付金 2,953,693

 ３ 受取助成金等 2,500,000

受取助成金 2,500,000

 ４ 事業収益 151,069,799

政策提言事業 61,710,646

日本の叡智の世界への発信事業 28,644,118

草の根活動の支援事業 6,610,287

人材育成・啓発事業 6,187,712

国内外の水問題に関する調査研究事業 47,917,036

 ５ その他収益 31,644

受取利息等 31,644

経常収益計 182,205,136

　Ⅱ 経常費用

１ 事業費

（１）人件費 55,877,361

給与手当 48,826,135

法定福利費等 6,385,333

福利厚生費 232,892

中小企業退職金共済 433,001

（２）その他経費 104,424,154

外注費 21,891,720

通信運搬費 1,000,511

広告宣伝費 993,870

交際費 56,705

会議費 3,777,604

旅費交通費 28,353,924

消耗品費 1,654,353

修繕費 0

水道光熱費 597,331

新聞図書費 66,384

諸会費 1,403,568

支払手数料 838,501

賃借料 1,185,634

保険料 473,881

印刷製本費 2,302,827

招聘費 8,363,330

登録料 61,763

保守料 450,105

活動支援費 6,211,083

減価償却費 1,254,463

地代家賃 8,024,724

租税公課 7,487,357

諸謝金 6,206,479

雑費 1,768,037

事業費計 160,301,515

科 目

平成３０年度　活動計算書



書式第１３号（法第２８条関係）

金 額 小 計 ・ 合 計

 ２ 管理費

（１）人件費 6,065,041

給与手当 5,299,686

法定福利費等 693,077

福利厚生費 25,279

中小企業退職金共済 46,999

（２）その他経費 3,930,444

外注費 0

通信運搬費 108,597

会議費 2,375

旅費交通費 166,765

消耗品費 179,567

修繕費 0

水道光熱費 64,835

新聞図書費 7,206

諸会費 152,346

支払手数料 91,013

賃借料 128,691

保険料 51,436

印刷製本費 249,953

保守料 48,855

減価償却費 136,162

地代家賃 871,020

租税公課 812,693

諸謝金 673,664

雑費 185,266

　　管理費計 9,995,485

経常費用計 170,297,000

当期経常増減額 11,908,136

　Ⅲ 経常外収益

経常外収益計 0

　Ⅳ 経常外費用

経常外費用計 0

　当期経常外増減額 0

　税引前当期正味財産増減額 11,908,136

法人税、住民税及び事業税等 70,000

前期繰越正味財産額 280,710,666

　次期繰越正味財産額 292,548,802

科 目



様式第１６号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

１．　重要な会計方針

　計算書類の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（ＮＰＯ法人会計基準協議会）による。

(1) 固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産 定率法による

　無形固定資産 定額法による

(2)消費税等の会計処理

消費税の会計処理は、税込方式による。

２．事業別損益の状況 （単位:円）

 政策提言
日本の叡智
の世界への

発信

 草の根活
動の支援

 人材育成・
啓発

 国内外の水
問題に関する

調査研究
共通

Ⅰ経常収益

 受取会費 25,650,000 25,650,000

 寄付金収入 2,141,003 812,690 2,953,693 2,953,693

 補助金等収入 386,074 231,644 0 1,882,282 2,500,000 2,500,000

 事業収益 61,635,646 28,569,118 6,610,287 6,187,712 47,917,036 150,919,799 150,919,799

 協賛金収入 75,000 75,000 150,000 150,000

 その他の収入 31,644 31,644

経常収益計 62,096,720 28,875,762 8,751,290 8,069,994 47,917,036 812,690 156,523,492 0 25,681,644 182,205,136

Ⅱ経常費用

（1）人件費

給与手当 18,812,819 8,765,178 4,160,300 3,224,435 13,863,403 48,826,135 5,299,686 54,125,821

 法定福利費 2,460,283 1,146,283 544,071 421,682 1,813,014 6,385,333 693,077 7,078,410

 福利厚生費 89,734 41,808 19,844 15,380 66,126 232,892 25,279 258,171

 中退共掛金 166,836 77,732 36,894 28,595 122,944 433,001 46,999 480,000

　人件費計 21,529,672 10,031,001 4,761,109 3,690,092 15,865,487 0 55,877,361 6,065,041 0 61,942,402

（2）その他経費

外注費 8,408,610 3,918,618 1,858,607 1,440,475 6,265,410 21,891,720 0 21,891,720

 通信運搬費 384,297 179,091 84,943 65,834 286,346 1,000,511 108,597 1,109,108

 広告宣伝費 381,744 177,903 84,380 65,397 284,446 993,870 0 993,870

 交際費 21,781 10,150 4,814 3,731 16,229 56,705 0 56,705

 会議費 1,450,978 676,191 320,719 248,566 1,081,150 3,777,604 2,375 3,779,979

 旅費交通費 10,890,743 5,075,352 2,407,248 1,865,688 8,114,893 28,353,924 166,765 28,520,689

 消耗品費 635,437 296,129 140,455 108,856 473,476 1,654,353 179,567 1,833,920

 修繕費 0 0 0 0 0 0 0 0

 水道光熱費 229,436 106,922 50,713 39,304 170,956 597,331 64,835 662,166

 新聞図書費 25,498 11,883 5,636 4,368 18,999 66,384 7,206 73,590

 諸会費 539,110 251,239 119,163 92,355 401,701 1,403,568 152,346 1,555,914

 支払手数料 322,068 150,092 71,189 55,173 239,979 838,501 91,013 929,514

 賃借料 455,403 212,228 100,660 78,015 339,328 1,185,634 128,691 1,314,325

 保険料 182,018 84,825 40,232 31,181 135,625 473,881 51,436 525,317

 印刷製本費 884,516 412,206 195,510 151,526 659,069 2,302,827 249,953 2,552,780

 招聘費 3,212,355 1,497,036 710,047 550,307 2,393,585 8,363,330 0 8,363,330

 登録料 23,722 11,056 5,244 4,064 17,677 61,763 0 61,763

 保守料 172,885 80,569 38,214 29,617 128,820 450,105 48,855 498,960

 活動支援費 2,385,677 1,111,784 527,321 408,689 1,777,612 6,211,083 0 6,211,083

 減価償却費 481,839 224,549 106,504 82,544 359,027 1,254,463 136,162 1,390,625

 地代家賃 3,082,296 1,436,426 681,299 528,027 2,296,676 8,024,724 871,020 8,895,744

 租税公課 2,875,893 1,340,237 635,677 492,668 2,142,882 7,487,357 812,693 8,300,050

 諸謝金 2,383,909 1,110,960 526,930 408,386 1,776,294 6,206,479 673,664 6,880,143

 雑費 679,103 316,479 150,106 116,337 506,012 1,768,037 185,266 1,953,303

 その他経費計 40,109,318 18,691,925 8,865,611 6,871,108 29,886,192 0 104,424,154 3,930,444 0 108,354,598

経常費用計 61,638,990 28,722,926 13,626,720 10,561,200 45,751,679 0 160,301,515 9,995,485 0 170,297,000

　当期経常増減額 457,730 152,836 ▲ 4,875,430 ▲ 2,491,206 2,165,357 812,690 ▲ 3,778,023 ▲ 9,995,485 25,681,644 11,908,136

合計

平成３０年度　計算書類の注記

科　　 　目

事　　　業　　　費

事業部門 管理部門 共通



様式第１６号（法第２８条関係）

３．固定資産の増減内訳

科 目 期首取得価額 取 得 減 少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

【有形固定資産】

　工具器具備品 2,014,264 234,900 0 2,249,164 ▲ 1,009,025 1,240,139

【無形固定資産】

　電話加入権 364,000 0 0 364,000 0 364,000

ソフトウェア 246,960 237,600 0 484,560 ▲ 96,480 388,080

【投資その他の資産】

　敷金 3,168,000 0 0 3,168,000 0 3,168,000

　差入保証金 500,000 0 0 500,000 0 500,000

【繰延資産】

　権利金 403,920 0 0 403,920 ▲ 285,120 118,800

合計 6,697,144 472,500 0 7,169,644 ▲ 1,390,625 5,779,019

４．その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状況及び正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、外注費、広告宣伝費、交際費、会議費、旅費交通費、登録料、招聘費、

活動支援費を除き、　従事割合に基づき按分。



書式第１５号（法第２８条関係）

特定非営利活動法人　日本水フォーラム

（単位：円）

金 額 小 計 ・ 合 計

　Ⅰ 資産の部

 １ 流動資産

（１）預金銀金 246,637,346

現金 267,926

普通預金 246,353,670

外貨預金 15,750

（２）棚卸資産 334,557

仕掛品 334,557

（３）他流動資産 85,937,308

未収入金 85,876,492

前払費用 60,816

 流動資産合計 332,909,211

 ２ 固定資産

（１）有形固定資産 1,240,139

工具器具備品 1,240,139

（２）無形固定資産 752,080

電話加入権 364,000

ソフトウェア 388,080

（３）投資その他の資産 3,668,000

敷金 3,168,000

差入保証金 500,000

（４）繰延資産 118,800

権利金 118,800

 固定資産合計 5,779,019

　資産合計 338,688,230

　Ⅱ 負債の部

 １ 流動負債

46,139,428

未払金 25,280,534

未払法人税等 70,000

未払消費税 1,972,200

預り金 923,799

仮受金 17,782,895

前受金 110,000

 流動負債合計 46,139,428

 ２ 固定負債

 固定負債合計 0

　負債合計 46,139,428

　Ⅲ　正味財産の部

前期繰越正味財産額 280,710,666

当期正味財産増減額 11,838,136

　正味財産合計 292,548,802

　負債及び正味財産合計 338,688,230

平成３０年度　貸借対照表

科 目




